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２０２０年１０-１２月期の実質ＧＤＰ 
～前期比２.１％（年率８.５％）を予測 

ネット 

ジャーナル 

Ｗｅｅｋｌｙエコノミスト・レター要旨 ２０２１年１月２９日号 

 
 

 

 

ニッセイ基礎研究所 

 

2/15に内閣府から公表される2020年

10-12月期の実質GDPは、前期比2.1％

（前期比年率8.5％）と2四半期連続のプラ

ス成長になったと推計される。 

 

 

 

 

 

 

 

 

世界的な経済活動の持ち直しを背景に

輸出が前期比11.2％の高い伸びとなり、

外需寄与度が前期比1.0％（前期比年率

4.2％）と成長率を大きく押し上げた。 

経済活動の制約が緩和される中で民間

消費が前期比1.5％と2四半期連続で増

加し、コロナ禍で大きく落ち込んでいた

設備投資が同2.5％と3四半期ぶりに増

加したことなどから、国内民間需要も堅

調に推移した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

2020年10-12月期は7-9月期に続き

高い成長となり、4-6月期の急激な落ち込

みの8割強を取り戻したとみられる。ただ

し、直近のピークである2019年7-9月期

と比較すると、2020年10-12月期の実

質GDPは▲3.8％、民間消費は▲5.8％低

い水準にとどまっており、経済活動の正常

化にはまだ距離がある。 

 

景気は2020年5月を底に持ち直しを

続けてきたが、新型コロナウイルス陽性

者数の増加を受けた営業時間短縮要請な

どから年末にかけて弱い動きとなってい

る。2021年1月に緊急事態宣言が再発令

されたことから、年明け以降は対面型サ

ービス消費を中心に経済活動が再び落ち

込むことは避けられず、2021年1-3月

期はマイナス成長となることが予想され

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 
  

「Ｗｅｅｋｌｙエコノミスト・レター」の全文は、 

当事務所のホームページの「マクロ経済予測レポート」 

よりご確認ください 
    

1 1 

実質ＧＤＰ成長率の推移  

2 

1 4 

3 

（注）機械受注の 2004は 20年 10、11月の平均値 
（資料）内閣府「機械受注統計」、「景気動向指数」 

経済産業省「鉱工業指数」 
 

設備投資関連指標の推移  

（注）2003までは当研究所による改定見込値、2004は予測値 
（資料）内閣府経済社会総合研究所「四半期別ＧＤＰ速報」 
 

(資料）財務省「貿易統計」 
 

地域別輸出数量指数 (季節調整値）の推移  
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経済・金融フラッシュ要旨 ２０２１年２月１日号 

ネット 

ジャーナル 

 

米個人所得・消費支出（２０年１２

月） 
～個人消費（前月比）は▲０.２％と２ヵ月連続 
減少も市場予想（▲０.４％）は上回る 

  
 

 

 

 

ニッセイ基礎研究所 
 

結果の概要：個人所得、個人消費 

ともに市場予想は上回る 

1月29日、米商務省の経済分析局（Ｂ

ＥＡ）は12月の個人所得・消費支出統計

を公表した。個人所得（名目値）は前月

比+0.6％（前月改定値：▲1.3％）と▲

1.1％から下方修正された前月からプラ

スに転じたほか、市場予想（Bloomberg

集計の中央値、以下同様）の+0.1％を上

回った。 

 

結果の評価：個人消費が２ヵ月 

連続減少も来月以降は回復へ 

12月の名目個人消費は前月比でマイ

ナス幅が市場予想を下回ったものの、2

ヵ月連続でマイナスとなり、新型コロナ

で落ち込んだ後の5月から続く消費回復

が一服する状況となった。 

もっとも、所得面では12月下旬に決ま

った追加経済対策に伴い、失業保険の追

加給付などで個人所得が前月から増加に 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

転じたほか、1月以降も同経済対策に盛り

込まれた家計向けの直接給付でさらに所

得が増加することが見込まれている。 

 

所得動向：失業保険の追加給付 

復活から移転所得が増加 

12月の個人所得は、賃金・給与所得が

前月比+0.5％（前月：+0.4％）、利息配

当収入が+2.0％（前月：+1.2％）と前月

から伸びが加速した。また、移転所得が

+2.3％（前月：▲3.5％）と前月から大

幅なプラスに転じ全体を押し上げた。 

移転所得は12月下旬に成立した追加

経済対策法（CRRSA Act.）に盛り込ま

れた週当たり300ドルの失業保険の追加

給付により、前月比年率で+483億ドル増

加するなどで大幅な増加に転じた。 

 

消費動向：前月比で財消費は減少 

もサービス消費は小幅に増加 

12月の名目個人消費（前月比）は、財

消費が▲0.8％（前月：▲1.4％）3ヵ月

連続でマイナスとなった一方、サービス

消費は+0.1％（前月：▲0.3％）と小幅

ながらプラスに転じた。財消費では、耐

久財が▲1.0％（前月：▲2.6％）と2ヵ

月連続、非耐久財は▲0.7％（前月：▲

0.7％）と3ヵ月連続のマイナスとなった。 
  

経済・金融フラッシュの全文は、 

当事務所のホームページの「マクロ経済予測レポート」 

よりご確認ください。   

1 

2 

個人所得・消費支出、貯蓄率 

3 

4 

（注）名目値、季節調整済 
（資料）BEAよりニッセイ基礎研究所作成 
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 総務省 ２０２１年１月２９日公表 

 
 

【就業者】 

●就業者数は 6６６６万人。前年同月に比 

 べ７１万人の減少。９か月連続の減少。 

●雇用者数は５９８４万人。前年同月に比 

 べ５９万人の減少。９か月連続の減少。 

●正規の職員・従業員数は 3５３４万人。 

 前年同月に比べ１６万人の増加。７か月 

連続の増加。非正規の職員・従業員数は 

 2０９３万人。前年同月に比べ８６万人 

 の減少。１０か月連続の減少。 

●主な産業別就業者を前年同月と比べると、 

｢宿泊業,飲食サービス業｣,｢卸売業,小売業｣, 

｢サービス業(他に分類されないもの)｣等減少｡ 
 

【就業率】（就業者／15歳以上人口×100） 

●就業率は６０.３％。 

 前年同月に比べ 0.５ポイントの低下。 

●15～64 歳の就業率は 7７.５％。 

前年同月に比べ０.４ポイントの低下。 
 

【完全失業者】 

●完全失業者数は１９４万人。前年同月に 

 比べ４９万人の増加｡１１か月連続の増加。 

●求職理由別に前年同月と比べると,｢勤め先 

や事業の都合による離職｣が 20 万人の増加。 

「自発的な離職(自己都合)｣が９万人の増加。 

「新たに求職」が 11 万人の増加。 
 

【完全失業率】（完全失業者／労働力人口×100） 

●完全失業率(季節調整値)は２.9％。前月と同率。 
 

【非労働力人口】 

●非労働力人口は 4１９１万人。前年同月に 

 比べ３万人の減少。２か月連続の減少。 
  

就業者数の対前年同月増減と就業率の 
対前年同月ポイント差の推移 

 結果の概要  
 

労働力調査（基本集計） 
２０２０年（令和２年）１２月分 
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男女別就業者数 

●就業者数は 6６６６万人。 

前年同月に比べ７１万人(１.１％) 

の減少。９か月連続の減少。 

男性は３６９３万人､４４万人の減少。 

女性は２９７３万人､２７万人の減少。 

 
 

 従業上の地位別就業者数 

●自営業主・家族従業者数は６５０万人。 

 前年同月と同数。 

●雇用者数は５９８４万人｡前年同月に比べ 

 ５９万人(１.０％)の減少｡９か月連続の減少。 

 男性は 3２６５万人、３４万人の減少。 

 女性は 2７２０万人、２４万人の減少。 

 
 

 雇用形態別雇用者数 

●正規の職員・従業員数は３５３４万人。前年同月に比べ１６万人（０.５％）の増加。 

７か月連続の増加。 

●非正規の職員・従業員数は２０９３万人。前年同月に比べ８６万人（３.９％）の減少。 

１０か月連続の減少。 

●役員を除く雇用者に占める非正規の職員・従業員の割合は３７.２％。 

前年同月に比べ１.０ポイントの低下。 

 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

注）割合は，「正規の職員・従業員」と「非正規の職員・従業員」の合計に占める割合を示す。 
  

就業者の動向   

 

Ⅰ 

 

1 

2 
従業上の地位別就業者数 
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雇用形態別雇用者数 

就業者数の推移 (男女
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男女別完全失業者数 

●完全失業者数は１９４万人。前年同月 

 に比べ４９万人（３３.８％）の増加。 

１１か月連続の増加。 

●男性は１１６万人。前年同月に比べ 

２８万人の増加。女性は７８万人。 

前年同月に比べ２０万人の増加。 

 

求職理由別完全失業者数 

●完全失業者のうち、「勤め先や事業の都合による離職」は４０万人と、前年同月に比べ２０万

人の増加、「自発的な離職（自己都合）」は７１万人と、前年同月に比べ９万人の増加、「新た

に求職」は４８万人と、前年同月に比べ１１万人の増加。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 年齢階級別完全失業者数 

●男性の完全失業者数は「65 歳以上」 

を除く全ての年齢階級で，前年同月 

に比べ増加。 

●女性の完全失業者数は「35～44 歳」 

を除く全ての年齢階級で，前年同月に 

比べ増加。 
 
 
 
 

労働力調査（基本集計）２０２０年（令和２年）１２月分の全文は、 

当事務所のホームページの「企業経営 TOPICS」よりご確認ください。 
  

完全失業者の動向   
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 完全失業者数の推移（男女計） 

3 年齢階級別完全失業者数 

1 

主な求職理由別完全失業者数の推移 求職理由別完全失業者 
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働きやすい職場づくりで人材確保・定着につなげる 

健康経営の 
実践ポイント 

      １．採用活動の強化が急務となっている中小企業       

      ２．経済産業省が推奨している「健康経営」 

      ３．健康経営優良法人認定取得のポイント        

      ４．健康経営を実践している企業の事例        

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

■参考文献 
「健康経営実務必携」（稲田耕平、阿藤通明、坂野祐輔著 日本法令） 「人材戦略がすべてを解決する」 
（小山昇著 株式会社 KADOKAWA） 「健康経営優良法人取り組み事例集」（経済産業省 商務・サービス 
グループ ヘルスケア産業課） 「企業の「健康経営」ガイドブック～連携・協働による健康づくりのスス 
メ～」 （経済産業省 商務情報政策局 ヘルスケア産業課）   

経 営 
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自社の成長は、人材採用の成否に左右されるといっても過言ではありません。 

本レポートでは、職場環境の整備等により企業価値を高めることのできる健康経営に着目し、

人材確保・定着につながるポイントを解説します。 

 
 
  

積極的な人材採用活動は、自社に活力を与えます。中小企業は、上記のとおり年齢層のバラン

スを取るためにも、特に新卒採用活動には力を入れる必要があります。新卒者の採用によるメリ

ットとしては、他社での経験がないために、凝り固まった既成概念をあまり持っておらず、自社

のやり方に素直に応じてくれ、自社のビジョン・方針を浸透させやすいことが挙げられます。 

一方、中途採用の場合には、経験や高い能力を有していても価値観の違いから、すれ違いが生

じ、社風に合わなければ、最悪の場合には早期退職を招くリスクを抱えています。 

また、新卒が入社することで、社内の活気が高まり、既存社員のやる気が再燃されたり、指導

する立場を担う先輩社員が部下への指導を通じて自身の成長が期待されます。 

 
 

 

（１）ダイバーシティ経営の取り組み強化の必要性  

少子・高齢化により労働力人口が減少している中で、中小企業が人材を確保するためには、多

様な人材の受け入れを可能にするダイバーシティ経営を行うことが必要となっています。 

ダイバーシティ経営を行う上で重要となるのが、職場内での理解とサポート体制の構築です。

社員同士が働き方の多様性を認め合い、協力する体制構築が必要となります。 

そのために、社員一人ひとりを大事にするという経営者の姿勢も重要といえます。 

 

■ダイバーシティ経営とは 

多様な人材を活かし、その能力が最大限発揮できる機会を提供する経営 

 

■ダイバーシティ経営における多様性への対応 

 

 

 

 

 

 
  

1 企業経営情報レポート 

採用活動の強化が急務となっている中小企業 

中小企業が新卒者の採用活動に力を入れなければならない理由    

 
 

＜多様な人材の登用＞ 
●積極的な女性の登用 
●高齢者の活用 
●障害者の活用 
●外国人労働者の活用 等 

＜多様な働き方の実現＞ 
●非正規社員の確保 
●育児や親の介護への対応 
●病気と仕事の両立 
●休業制度の活用   等 

 

人材確保・定着につなげるダイバーシティ経営への取り組み    

 
 

実現のためには、 

社員一人ひとりが 

働きやすい 

職場づくりが必要 



 

８ 

 

 
 
 
 

 

（１）健康管理を戦略的に実績する「健康経営」  

健康経営とは、「社員の健康保持・増進の取り組みが、将来的に収益性等を高める投資である

との考えの下、健康管理を経営的視点から考え、戦略的に実践すること」と定義づけされていま

す。 

企業が社員の健康保持・増進に取り組むことは、社員の活力向上や生産性の向上等の組織の活

性化をもたらすとともに、その取り組みが評価されると、人材確保にも良い影響をもたらします。 

 

■健康経営の推進による効果 

 

（出所：健康経営の推進について 経済産業省ヘルスケア産業課データを一部引用） 

 
 

（２）健康経営の実践に向けた体系  

健康経営を経営課題として戦略的に実践するためには、組織マネジメントの一環として、健康

経営を体系的に理解し、その実践手法を検討する必要があります。 

健康経営の実践には、健康経営の取り組みが経営基盤から現場の施策までの様々なレベルで連

動・連携していることが重要であり、これは「①経営理念・方針」、「②組織体制」、「③制度・施

策実行」、「④評価改善」の取り組みに大別されます。 

これらの４つの取り組みの基礎として「⑤法令遵守・リスクマネジメント」が実践されます。
  

経済産業省が推奨している「健康経営」 

企業経営情報レポート 2 
健康経営の推奨効果    
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経済産業省は、従業員の健康管理を戦略的に取り組んでいる法人が社会的に評価される環境を

整備することを目的として、平成 28 年度に「健康経営優良法人認定制度」を創設しています。 

本制度を運営する日本健康会議では、「健康経営優良法人 2020」として、大規模法人部門

1,4７３法人（うち 500 法人が「ホワイト 500」）、中小規模法人部門 4,81３法人が認定され

ています。（令和３年２月１日現在） 

その認定を受けるための中小規模法人部門の 2021 年認定要件は下記の通りです。 

今年度から、健康経営優良法人 2021（中小規模法人部門）認定法人の中で、「健康経営優良

法人の中でも優れた企業」であり、かつ、「地域において、健康経営の発信を行っている企業」

として優良な上位 500 法人を認定する、「健康経営優良法人 2021（中小規模法人部門（ブラ

イト 500））」が新設されました。 

 

■健康経営優良法人２０２１（中小規模法人部門）の認定要件 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
  

健康経営優良法人認定取得のポイント 

企業経営情報レポート 3 
健康経営優良法人（中小規模法人部門）の認定基準       
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事例企業名：株式会社 東京堂 

所在地    ：青森県むつ市 

事業内容  ：オフィス環境トータルプランニング事業、音楽・英語教室運営事業 

  テイショナリー･ライフスタイル雑貨専門小売事業 等 

 

（１）健康経営に取り組むきっかけ 

2015 年から従業員の健康管理に取り組んでいますが、その３年ほど前に、女性従業員がが

んを患ったことをきっかけに、従業員の予防検診等に積極的に取り組み、健康管理を強化。 

社員が健康でいきいきと働く職場環境を整えることが、急病者の抑制や人材定着、企業業績に

つながると考えたことが健康経営に取り組んだきっかけとなっています。 

 

（２）健康経営の推進体制  

①全ての事業場に健康経営の管理統括者を 1 人ずつ設置し、本社と一体となって健康経営を 

推進。 
 

②社内グループウェアを活用し、全従業員に情報共有しながら全社一体で健康経営を進めて 

おり、管理統括部では、毎月テレビ会議も用いて情報共有を図っている。 

 

（３）取り組みのポイント 

①地域の理解を得ながら適切な働き方を実現 

・2017 年４月には、従業員のより働きやすい職場環境を整えるため、各事業所の事業内容 

 に合せて 100 通り以上のシフトを制定。 

・2018 年４月からは、１時間単位で有給休暇を取得することを可能としました。 

これにより有給休暇の取得推進にもつながり、自身の通院や趣味・習い事などの自由な時 

間を充てることで私生活を充実する事が出来ています。 

・男性従業員が育児・介護に積極的に参加出来るように、育児・介護休暇取得にも取り組ん 

でいます。子や孫のための休暇を制定し、保育園や学校行事にも参加しやすくなりました。 

 

レポート全文は、当事務所のホームページの「企業経営情報レポート」よりご覧ください。 
  

健康経営を実践している企業の事例 

企業経営情報レポート 4 
社員全員で楽しみながら続けられる健康経営を推進     
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顧客調査の重要性 

ジャンル：マーケティング ＞ サブジャンル：顧客調査 

顧客調査とは、具体的にはどのようなもので、企業には 

どのような利益をもたらしてくれるのでしょうか。 

 

 

 

 

 

 

❶企業活動の中での顧客調査の役割 

企業活動は、顧客に対して優れた製品やサービスを適切な価格で販売し、継

続的に顧客に購入してもらうことによって成立します。 

企業活動の全体像を示すと、下の図のようになります。 

企業は目標を設定し、事業の成果と目標のギャップを検証します。 

その結果は顧客満足においても同様のことがいえます。自社が予測、あるい

は期待する顧客満足と、顧客が実際に認める顧客満足を表しています。 

「予測する顧客満足度」と「顧客が認める顧客満足度」の差を見て、期待す

る価値が十分認められているか判断することにな

ります。顧客調査とは、この２つとのギャップを調

べることになりますが「予測する顧客満足度」は社

内における仮説といえるものです。通常、顧客調査

は、何か問題点が生じた際に、その要因を知りたい

といった場合に行われます。例えば、新製品を出し

たものの、販売が計画した数字まで到達できないと

します。その理由として「製品の機能性が充分認識

されていない購入チャネルの問題」、「競合品が予測

したより買われている」、「予測したマーケットサイ

ズがなかった」等、仮説を立て、それらを調査する

ことになります。これらの多くは、顧客調査から数 

値情報として得られなければなりません。 

 

❷最終目的は売上の増加と利益の増加 

 顧客調査を行う理由をまとめると以下の通りです。 

 

■顧客調査を行う理由 

●顧客からの要求に対する理解を深め、その満足度を把握する 

●結果を踏まえ、改善のための適切な対応をとることで顧客獲得につなげる 

●顧客との関係をキープして、顧客とのＷｉｎ-Ｗｉｎの関係を築く 
  

 
経営方針 

事業計画 

人材開発 

登用 営業 
顧客調査 

 

売上利益 



 

１２ 

我が社でも顧客調査の実施を検討しています。顧客 

調査を行う前にどのような準備が必要でしょうか。 

顧客調査の事前準備 

ジャンル：マーケティング ＞ サブジャンル：顧客調査 
 

 

 

 

 

 

 

 

❶顧客満足要素とは 

顧客調査を行う前に、顧客が企業に感じる価値を把握する必要があります。

顧客満足要素と企業内の機能との関連を示すと以下の通りとなります。 

社内の部門がどのような顧客満足要素に結びつくのかを把握した上で、社内

活動に取り組む必要があると言えます。 

 企業の主な機能 

経営 営業 
ﾏｰｹﾃｨ

ﾝｸﾞ 

ｶｽﾀﾏｰ 

ｻｰﾋﾞｽ 

ﾄﾚｰ 

ﾆﾝｸﾞ 
物流 

品質 

管理 
製造 保守 開発 

 製品 ● ● ●    ● ● ● ● 

顧

客

満

足

要

素 

サービス  ●  ● ●   ● ● ● 

心理的な 

影響 
● ● ● ● ●     ● 

価格 ● ● ●     ● ● ● 

販売 ● ● ● ● ●      

企業理念 ●  ●    ●   ● 

代理店 ● ● ●   ● ● ● ●  

物流  ●  ● ● ● ● ●   
 

❷顧客調査を行う前の留意点 

顧客調査の最大の目的は「顧客の満足を得ることによって優良な顧客を継続的に獲得し、企業

や事業所の売上・利益の向上に結びつける」ことです。 

顧客調査を実践するための前提条件は次の通りです。 

 

● 顧客調査は企業の仮説から始まる 

 顧客満足は顧客から見た主観であって、企業で判断できるものではありません。更には、状況に

よっても変化します。例えば、新しい競合品の登場やライバル社の出現、価格の変動、時には天候

によってさえ変化します。従って、企業で仮説を立て、顧客調査をすることが必要になります。    
● 顧客満足度を数値化してとらえる 

 顧客満足をとらえることは容易なことではありませんが、何らかの判断を下す際の根拠のために

も、できるだけ顧客調査は数値化し、具体的な活動につなげることが重要になります。    
● パフォーマンス測定値も同時に調査する 

 顧客満足度の変化をとらえるためには、顧客調査ももちろんのことですが、従業員一人当たりの

売上や在庫保有日数、営業量などのパフォーマンス測定値を同時に計測し、企業の活動が顧客に与

えた影響がどの程度であったかをみることも大切なことです。  
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